
R2 年 人 k㎡ 人 人 人 人 人
H27 年 人

0.2 % 人 人 人

不交付

火葬場

交通災害共済

人 千円 円 円

人

  R2 年

H27 年

実施計画
策定年月

540,515被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用

102,059

円

円
保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

被 保 険 者 １ 人 当 り

人被 保 険 者 数

154,971 円

―

保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

―

〃 69,116                ―

0                ― １ 世 帯 当 り

介 護 保 険 事 業 〃 △ 204,345 3,027,096 32

病院事業債管理事業 〃

32,746
27

加 入 世 帯 数

49,723
財 産 区

世帯
後期高齢者医療事業 〃 77,641 3,497,817 4

国 民 健 康 保 険 事 業 無 △ 85,276 2,396,022

44,586 58
普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 2,396,022 千円

下 水 道 事 業 〃 307,127 2,507,156 45

31,770 千円
公

営

事

業

の

状

況

の有無 　千円 　 繰入金 　 千円 国

保

会

計

の

状

況

水 道 事 業 有 626,290

事　　業　　名
法適用 収　支　額 普通会計からの 職員数

収   支   額

  563,000 (29人)

100.7 100.5 100.5

610,000

臨 時 職 員                          ―

ラスパイレス指数
R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 議 会 議 員 R2.4.1

合       計 1,667 530,183 318,046 議 会 副 議 長 R2.4.1

　　　　　― 　　　　　　― 議 会 議 長 R2.4.1

R2.4.1 779,000

576,000

673,000

教 育 公 務 員 99 32,186 325,111 常 勤 監 査 委 員 R2.4.1

う ち 消 防 職 339 103,327 304,799 教 育 長

1,094,000

うち技能労務職 127 45,974 362,000 副 市 長 R2.4.1 904,000

一人当り平均

月  額　B/A 年月日 給料（報酬）月額

一 般 職 員 1,568 497,997 317,600 市 長 R2.4.1

24,605,002 千円

一　　　　　般　　　　　職　　　　　員　　　　　等 特　　　別　　　職　　　等

区　　　分 職  員  数  A 給 料 月 額 B
一人当り支給

区　　　　分
改定実施

10 実質単年度収支（F+G+H-I） J 126,933 560,091

地方債現在高 80,547,765 千円 中学校関係

収益事業収入額 　　― 千円
農業共済

後期高齢者医療債務負担行為額

％

小学校関係積立金現在高 24,106,991 千円

9 積立金取り崩し金 I ― ―

8 繰   上   償   還   金 H ― ―

連結実質赤字比率 　　― ％ ごみ・し尿処理

実質公債費比率 1.8 ％

林野将来負担比率 　　―

7 積       立        金 G 104,547 85,227

9.1 ％ 財産管理

実質赤字比率 　　― ％ 伝染病関係

起債制
限比率

8.3
税務事務

6 単   年   度   収   支 F 22,386 474,864

5 退職手当支給
％

実  質  収  支  （C-D）

単　年

E 296,657 771,521
３年平均

都市開発

実質収支比率 1.5 ％
事 務 の 共 同 処 理

の 状 況

公 債 費 比 率 9.5 ％ 議員公務災害

4 翌年度へ繰越すべき財源 D 564,079 521,209

 離島

標準財政規模 51,950,844 千円
近畿
近郊整備

3 歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B ） C 860,736 1,292,730

千円

財 政 力 指 数 0.877

低開発  工特

2 歳 出 総 額 B 105,551,892 92,740,406 市町村圏

 過疎
1 歳 入 総 額 A 106,412,628 94,033,136 千円  山村

基準財政収入額 34,996,600

区　　　　　　分 令和３年度 令和４年度 区　　分 指 数 等 指定団体等の状況

基準財政需要額 40,527,110 千円
財政再建

％
R4.3.31 260,868 人 0.9 33.8 65.4R3年～R5年R2年 12月 15日 R3年4月

998 39,169 75,856
259,294 人

国 調 ％ ％

実施計画期間
H27年

住本
民台
基帳

R5.3.31 総合計画議決

％ ％ ％
増加率  (R2/H27) △ 2.5 % 0.8 30.9 68.3

国 調H17 年 267,100 人

212,490

935 35,936 79,431
H22 年 266,937 人

R2年
国
調

260,878

就
業
人
口

267,435 138.48 1,883.9 203,937

人

増加率 (H27/H22)

人　　　　口 面　積 人口密度
人口集中 産　　　　業　　　　構　　　　造
地区人口 区分 第１次 第２次 第３次

決  算  状  況 ふりがな かこがわし 交付税 Ｉ種地
令 和 ４ 年 度

都道府県名 兵庫県

コード番号

5

282103 市町村類型

市町村名 加古川市 種地区分

施行時特例市



千円 ％ ％ ％ ％

%

　

内 %

訳

  経常一般財源

千円

市 民 個 市 民 法

普 通 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金 345,230 0.4 345,230 0.7

地 方 税
千円

元 利 償 還 金

一時借入金利子

（　　小　　計　　）

地 方 消 費 税 交 付 金 5,935,341 11.4

0.1

2.8

0.0

56.1

補 助 費 等

物 件 費 14.4

構成比 税　　等

人 件 費
千円 千円

7,997,333

8,428,285

決算額

市町村名 加  古  川  市 類　型 施行時特例市

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

決算額 構成比区 分

14,041,713

経常一般 経常収
財源　Ｋ 構成比 財　　源 支比率
経常一般 Ｋ　の

区 分

11.7 9,186,011

千円

40,556,863 43.1 37,729,836 72.7 16,657,265 17.9 14,439,998

26,957,566 29.1

26.1

地 方 譲 与 税 723,869 0.8 723,869 1.4 う ち 職 員 給 10,805,411

8,430,032 9.1

8,932,642 16.6

利 子 割 交 付 金 21,460 0.0 21,460 0.0 扶 助 費

9.1

7,304,421 13.6

配 当 割 交 付 金 317,658 0.3 317,658 0.6 公 債 費 8,401,128 8,401,128 15.6

株式等譲渡所得割交付金 226,770 0.3 226,770 0.5 8,399,381 8,399,381 15.6

1,747

52,044,863

13,353,109

 

7.4

4,229,029 4.6

1.3

1,747 1,747 0.0

ｺ ﾞﾙﾌ場利用税交付金 21,496 0.0 21,496 0.0

5,935,341 6.3

30,838,459 29,747,262 55.3

自動車税環境性能割交付金 106,857 0.1 106,857 0.2 0.9

9,554,659 8,398,588 15.6

法 人 事 業 税 交 付 金 479,217 0.5 479,217 0.9

維 持 補 修 費 845,324 750,326 561,370 1.0

地 方 交 付 税 6,303,955 6.7 5,570,510 10.7

9,163,734 9.9 8,106,346 5,127,227 9.5

5,570,510 5.9 5,570,510 10.7

繰 出 金 8,920,935 9.6 7,192,740 6,268,589 11.6

特 別 交 付 税 733,445 0.8  

336,587 0.4 600

55,040,381 58.5 51,479,909 99.1

投資及出資金貸付金

積 立 金 1,214,439 1,191,626 　経常収支比率

交通安全対策交付金 39,989 0.1 39,989 0.1

前 年 度 繰 上 充 用金  93.0

分 担 金 ・ 負 担 金 2,479,639 2.6 0.0

投 資 的 経 費 6,861,415 7.4

6,852,376

使 用 料 692,330 0.7 346,866 0.7

う ち 人 件 費

普通建設事業費

2,433,245

84,835

内 補　　　助 2,623,347

84,835 減収補てん債（特例分）・臨時財政対策

2,432,218

手 数 料 523,613 0.6 2 0.0 単　　　独

債を経常一般財源等から除いた場合

国 庫 支 出 金 20,120,723 21.4  災害復旧事業費 9,039 0.0

158,730

県 支 出 金 6,982,023 7.4  

0.5 40,928 0.1

訳

96.5

 

2,273,488

1,027

寄 附 金 712,908 0.8  

失業対策事業費

財 産 収 入 490,228

 

50,103,036 千円

繰 入 金 24,152 0.0  

　税等総額（歳入）

諸 収 入 1,174,779 1.3 29,714 0.0

 

 

61,360,731

地 方 債 4,891,635 5.2  

 

 

 

うち臨時財政対策債 1,931,435 2.1  

 

 

目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

合 計 94,033,136 100.0 51,937,408 100.0 合 計 92,740,406 100.0 60,068,001

区 分 決 算 額 構成比 増減率 100
75

超過課税分 区 分 決 算 額 構 成 比 税　等

議 会 費
千円 ％ 千円収入済額

482,657 0.5 482,657
市町
村民
税

個 人 分
千円 ％ ％ 千円 千円

10,738,451 11.6 8,824,28314,090,631 34.7 2.0

2,371,409 5.9 9.3 489,165

総 務 費

民 生 費 38,857,716 41.9 17,421,606

固 定 資 産 税 18,871,361 46.5 2.6

法 人 分

7,045,033

軽 自 動 車 税 666,828 1.6 4.5 労 働 費 278,664 0.3 80,184

市 町 村 た ば こ 税 1,727,841 4.3 6.7

671,759

農 林 水 産 業 費 904,180 1.0 714,263

鉱 産 税

1,657,013

商 工 費 1,223,058 1.3 1,071,716

特 別 土 地 保 有 税 土 木 費 7,656,809 8.3 5,257,463

法 定 外 普 通 税 消 防 費 3,258,162 3.5 2,373,049

目 的 税 2,828,793 7.0 2.0 教 育 費 11,219,215 12.1 8,395,590

内
訳

入 湯 税 1,766 0.0 134.5 災 害 復 旧 費 9,039 0.0 1,027

事 業 所 税 公 債 費 8,430,034 9.1 8,401,130

都 市 計 画 税 2,827,027 7.0 2.0 諸 支 出 金

旧 法 に よ る 税 前年度繰上充用金

均等割

適　　　　用　　　　税　　　　率　　　　の　　　　状　　　　況

合 計 40,556,863 100.0 2.9 489,165 合 計 92,740,406 60,068,001

徴
区　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

100.0

％

町 人
所得割

標準税率に 町
円

人
均等割 3,500 円 98.0市 町 村 民 税 99.4

収
26.060,000 ～ 3,600,000

固 定 資 産 税対する比率 村 税 分
率

／

8.4 ／
12.1 ／

100

％ 21.2

法人税割
100

99.5

～R元.9.30

Ｒ元.10.1～
99.6 ％

村 税 分 1.0 固 定 資 産 税 合 計1001.4

うち減収補てん債特例分

％

18.5

％

％％ 97.5

97.8

％

％

自 動 車 取 得 税 交 付金 1,665 0.0 1,665 0.0

（　小　計　）

繰 越 金 860,736 0.9

13,809,223

1,768,969

18,498,939

基準税額 ×

衛 生 費 9,682,421 10.4

市　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　民　　　　　　　税

36,405,903




